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2011 年 11 月 10 日 
 

会社名  テレフォニカ・エセ・アー 

代表者の  会長兼首席業務執行役員 

役職・氏名  セザル・アリエルタ・イズエル 

代理人の居所  東京都文京区後楽２丁目３番

27号 

叉は住所  テラル後楽ビル２階 

  島崎法律事務所 

   電話 ５８０２－５８６０ 

代理人の氏名  弁護士  島崎 文彰 

 

平成23年度第３四半期報告書提出期限延長承認のお知らせ 

テレフォニカ・エセ・アー（以下「当社」といいます。）は、金融商品取引法に基づく平成23年

度第３四半期（平成23年９月30日終了）にかかる四半期報告書の提出期限につき、平成23年11月９

日付で、関東財務局より提出期限延長の承認をいただきましたことをご報告いたします。 

記 

１.延長された四半期報告書の提出期限 

・本来の提出期限     平成23年度第３四半期終了後45日以内（平成23年11月14日） 

・承認された提出期限    平成23年度第３四半期終了後75日以内（平成23年12月14日） 

２.延長を必要とする理由 

当社の本国であるスペインは、欧州連合（EU）の加盟国として、EU域内の規制市場で上場または

取引される有価証券の発行者に関する情報に関連する透明性要件の統一に関する2004年12月15日付

の指令第2004/109/EC号（いわゆる「透明性指令」）に従わなければなりません。 

透明性指令は、発行者が事業年度の前半6カ月間に関する半期財務報告書を、関連期間の末日後遅

くとも２ヵ月以内に公表することを義務づけております。さらに、同指令は、前半６カ月間および

後半６カ月間のそれぞれについて中間報告書の公表義務も定めております。かかる中間報告書は、

関連する６カ月間の期初から10週間後および期末から６週間以内前に公表しなければなりません。

同指令は、スペインでは勅令第1362/2007号（Real Decreto 1362/2007）として国内法化されており

ます。 

この勅令第1362/2007号のもとで、申請者（毎年12月31日を決算日とする。）は、スペインの証券

市場委員会（Comisión Nacional del Mercado de Valores）に対し、その四半期財務情報を第１四

半期および第３四半期の各末日から45日以内に、またその半期財務情報を第２四半期（すなわち、

事業年度の上半期）末から２ヵ月以内に、それぞれ提出する義務を負っております。 

申請者の方針として、関連情報は、公表を授権され、本国で実際に公表されない限りかつされる

まで、何人に対しても公表することは認められません。さらに、日本での開示のためには、外国で

一般に公正妥当と認められた会計基準に準拠して作成される外国会社の財務書類は、当該外国会社

の本国または本国以外の本邦外地域（いわゆる「第三国」）で事前に開示されていることが要求さ

れます。 
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申請者が日本で提出すべき四半期報告書は、本国で公表され、その後速やかに米国で開示される

財務情報（「米国開示財務情報」）に基づいて作成されます（いわゆる「第三国基準」の適用）。

さらに、申請者の事業および財務情報の翻訳に要する時間を含め、適用ある日本法に定められた様

式および内容で四半期報告書を作成するためには、関係者それぞれにおいて相応の時間と労力を必

要とします。 

上で述べた事情、特に、本国における関連四半期情報の公表期限自体が日本における関連四半期

報告書の提出期限と同じ（ともに、当該四半期末から45日以内）であり、さらに日本で提出すべき

四半期報告書が米国開示財務情報に基づいて作成されることは、申請者が、平成23年度第３四半期

にかかる四半期報告書を日本での提出期限内に提出することが物理的に不可能であることを示唆し

ております。 

以上の理由から、当社は、平成23年度第３四半期にかかる四半期報告書の提出期限につき、当該

四半期終了後75日以内の延長を申請し、このたび、関東財務局長よりその承認を得た次第でありま

す。 

以上 


